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契約理由書 
 

１．業務件名    寺内ダム再生検討業務 

 

２．履行場所    独立行政法人水資源機構 筑後川上流総合管理所 

 

３．契約の相手方  住 所：福岡県朝倉市江川 1660-67  

会社名：独立行政法人水資源機構分任契約職 筑後川上流総合管理所 

電 話：0946-25-0113 

 

４．契約適用法令：会計法第２９条の３第４項及び 

予算決算及び会計令第１０２条の４第３号 

 

５．当該業務の目的・内容及び契約に付する理由 

 

１）当該業務の目的 

本業務は、筑後川支川佐田川の治水安全度向上の方策のひとつとして考えられる寺内ダム再生に

関する実現性検討、概算事業費・工期等の算出を行い、筑後川水系河川整備計画の検討に資するも

のである。 

 

２）業務の内容 

ダム施設能力向上（再生）の検討      １式 

ダム再生計画に向けた条件整理       １式 

増改築放流設備概略設計          １式 

（地質調査、施工計画概略設計含む）              

概算工事費、工期算出           １式 

 

３）契約に付する理由 

本業務は、筑後川支川佐田川の治水安全度向上の方策のひとつとして考えられる寺内ダム再生に関す

る実現性検討、概算事業費・工期等の算出を行い、筑後川水系河川整備計画の検討に資するものである。 

 

本業務の遂行にあたっては、既に水資源機構が管理をしている寺内ダムの、ダム再生計画の方針を踏

まえた施設能力向上の検討及び条件整理を行う必要があり、既に管理している寺内ダムの用水供給実績

の状況や操作上の課題を熟知している必要がある。 

また、ダム再生計画に向けた検討にあたっては、水源地域の状況を熟知し、水源地域の自治体と密接

に関係し、現状や要望等に精通している必要がある。 

独立法人水資源機構は、水資源開発基本計画に基づく水資源の開発又は利用のための施設の改築及び

水資源開発施設等の管理等を行うことにより、産業の発展及び人口の集中に伴い用水を必要とする地域

に対する水の安定的な供給をはかることを目的に設立された法人で、昭和５３年の管理運用開始からこ

れまで約４０年にわたり寺内ダムの管理を行っている。本業務を行う上で管理実績や操作上の課題につ

いての情報は不可欠であり、当該情報を持つのは長年寺内ダムを管理する同機構のみである。① 
 

以上のことから、同機構は本業務の目的を確実に履行できる唯一の機関であることから委託契約を行

うものである。 
 

（契約理由書作成者） 

筑後川河川事務所 調査課長 
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